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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体通路を開閉するよう移動するダイヤフラムと、
　前記ダイヤフラムを前記流体通路を閉状態とする閉位置と前記流体通路を開状態とする
開位置とに移動させるダイヤフラム押さえと、
　端部において前記ダイヤフラム押さえを保持するディスクと、
　手動または自動で前記ディスクを閉位置または開位置に移動させる筒状の移動部材とを
備えている流体制御器において、
　前記筒状の移動部材は、前記ディスクの外周に嵌め合わせる筒状の嵌合部を有しており
、
　前記ディスクの下端部に、前記筒状の移動部材の移動時に前記筒状の移動部材の下端部
が当接するフランジ部が設けられている流体制御器。
【請求項２】
　前記筒状の移動部材を移動させる移動手段は、ケーシング内に形成された圧縮流体導入
室内への圧縮流体の導入または排出によって行う自動移動手段であり、
  前記ケーシングは、第一ケーシングと、前記第一ケーシングとは別部材の第二ケーシン
グとを備えており、
　前記ケーシング内に、カウンタプレートによって区画された第一シリンダ部と第二シリ
ンダ部とが形成され、前記自動移動手段は、前記第一シリンダ部に案内されて前記筒状の
移動部材と一体で移動する第一ピストンと、前記第二シリンダ部に案内されて前記筒状の
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移動部材と一体で移動する第二ピストンとを有しており、
　前記カウンタプレートに、第一ねじ部および第二ねじ部が設けられ、前記第一ねじ部が
前記第一ケーシングにねじ合わされ、前記第二ねじ部が前記第二ケーシングにねじ合わさ
れている請求項１の流体制御器。
【請求項３】
　前記筒状の移動部材は、前記嵌合部を有する第二筒状体と、前記第二筒状体と別部材と
された第一筒状体とからなり、
  前記第一ピストンおよび前記第二ピストンは、いずれも前記筒状の移動部材と別部材と
されている請求項２の流体制御器。
【請求項４】
　前記ディスクを手動で移動させる手動移動手段をさらに備えており、前記手動移動手段
は、手動操作により移動させられることによって前記ディスクを一方に押圧する棒状の移
動部材を備えており、
　前記棒状の移動部材は、前記ディスクの頂面中央部を端部が一方に押圧する自動開閉不
可能位置および前記ディスクの頂面中央部から端部が離れた自動開閉可能位置に手動操作
によって移動させられ、前記筒状の移動部材は、前記棒状の移動部材に相対的に移動可能
に嵌め合わされて、前記弾性部材に付勢されて前記ディスクを一方に押圧する閉位置およ
び前記自動移動手段によって前記ディスクのフランジから端部が離れた開位置に移動させ
られるようになされており、前記筒状の移動部材が開位置にあるときに前記棒状の移動部
材を閉位置まで移動させた緊急時の閉状態が可能とされている請求項１から３までのいず
れかに記載の流体制御器。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、手動弁と自動弁との両方の機能またはいずれか一方の機能を備えている流
体制御器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　流体制御器として、流体通路を開閉するよう移動するダイヤフラムと、前記ダイヤフラ
ムを前記流体通路を閉状態とする閉位置と前記流体通路を開状態とする開位置とに移動さ
せるダイヤフラム押さえと、端部において前記ダイヤフラム押さえを保持するディスクと
、手動または自動で前記ディスクを前記閉位置または前記開位置に移動させる移動部材と
を備えているものが開示されている。
【０００３】
　特許文献１の流体制御器によると、既存の自動弁および手動弁からなる開閉機構をこの
流体制御器で置き換え可能であることから、設置のためのコストおよびスペースを大幅に
減少することができるという効果が得られる。
【０００４】
　特許文献１のものでは、移動部材（上下移動部材）として棒状体（手動開閉用）のもの
と筒状体のもの（自動開閉用）とが使用されており、いずれの移動部材も、その端部（下
端部）でディスクの同じ面（上面）を押圧するようになされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開第３７５２５８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
  上記特許文献１の流体制御器において、既存の自動弁および手動弁からなる開閉機構を
これに置き換える効果に加えて、さらなるコスト低減および性能の向上が求められている
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。
【０００７】
　ここで、筒状体の下端部でディスクの上面を押圧する上記特許文献１のものでは、押圧
部等に高い加工精度を必要とするため、精度を出すのに時間をかける必要があり、その時
間短縮が望まれている。また、さらなるコスト低減および性能の向上が課題となっている
。
【０００８】
　従来、ディスクの加工精度をできるだけ高い状態で製作しても、移動部材が接触してい
るディスク上面からダイヤフラム押えを介してダイヤフラムとの接触面までに距離がある
と、ディスクの加工精度の違いがわずかであっても押圧力に大きく影響する。また、ディ
スクの上面が筒状体の移動部材によって押圧される際、加工精度等により筒状体の端部と
ディスク上面との接触に偏りがあると、ディスクに対して偏った押圧力を与えることにな
り、ディスクを傾けるような押圧力を加えることになる。ディスクは、ダイヤフラム押え
を介してダイヤフラムを弁座に押圧することで流体の流れを止めるが、ディスクが傾くと
、ダイヤフラムへの押圧力が不均一となり、弁座を押圧する力が均一にならず、弁座から
流体が漏れる可能性が発生する。そのため、筒状体とディスクの形状や配置等に対して高
い精度を必要とする。また、例えば、ケーシングや移動部材は、通常、切削加工で製造さ
れることから、切削加工の際の加工コスト低減が求められている。
【０００９】
　手動弁または自動弁のいずれかの機能だけを有している流体制御器であっても、筒状の
移動部材を使用するものがあり、この流体制御器では、上記特許文献１と同様の課題があ
る。
【００１０】
  この発明の目的は、コスト低減および性能の向上を可能とした流体制御器を提供するこ
とにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　この発明による流体制御器は、流体通路を開閉するよう移動するダイヤフラムと、前記
ダイヤフラムを前記流体通路を閉状態とする閉位置と前記流体通路を開状態とする開位置
とに移動させるダイヤフラム押さえと、端部において前記ダイヤフラム押さえを保持する
ディスクと、手動または自動で前記ディスクを閉位置または開位置に移動させる筒状の移
動部材とを備えている流体制御器において、前記筒状の移動部材は、前記ディスクの外周
に嵌め合わせる筒状の嵌合部を有しており、前記ディスクの下端部に、前記筒状の移動部
材の移動時に前記筒状の移動部材の下端部が当接するフランジ部が設けられているもので
ある。
【００１２】
　流体制御器は、自動弁であってもよく、手動弁であってもよく、自動弁と手動弁とを兼
ねるものであってもよい。流体制御器が自動弁機能を有している場合、流体制御器は、自
動開閉手段がオフの時に流体通路を開放する常時開タイプであってもよく、自動開閉手段
がオフの時に流体通路を閉鎖する常時閉タイプであってもよい。
【００１３】
　ディスクは、円柱状部およびフランジ部を有しているものとされ、筒状の移動部材は、
ディスクの円柱状部を押圧するのではなく、ディスクのフランジ部を押圧する。フランジ
部は、円柱状部と一体のものであってもよく、別体のものであってもよい。これにより、
移動部材からダイヤフラムまでの距離が短くなることで、ディスクの傾きを小さくするこ
とができ、精度が向上し、精度を出すのに費やす時間を短縮できるので、コスト低減およ
び性能の向上につながる。
【００１４】
　前記移動部材を移動させる移動手段は、ケーシング内に形成された圧縮流体導入室内へ
の圧縮流体の導入または排出によって行う自動移動手段であり、前記ケーシングは、第一
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ケーシングと、前記第一ケーシングとは別部材の第二ケーシングとを備えており、前記ケ
ーシング内に、カウンタプレートによって区画された第一シリンダ部と第二シリンダ部と
が形成され、前記自動移動手段は、前記第一シリンダ部に案内されて前記移動部材と一体
で移動する第一ピストンと、前記第二シリンダ部に案内されて前記移動部材と一体で移動
する第二ピストンとを有しており、前記カウンタプレートに、第一ねじ部および第二ねじ
部が設けられ、前記第一ねじ部が前記第一ケーシングにねじ合わされ、前記第二ねじ部が
前記第二ケーシングにねじ合わされていることが好ましい。
【００１５】
　第一シリンダ部および第二シリンダ部は、第一ケーシングに凹所を設けることで形成さ
れるが、その凹所が深いと、切削加工に際して、深く加工する必要が生じ、それだけ、加
工コストが増大する。カウンタプレートの両側にねじ部を設けて、カウンタプレートを第
一ケーシングと第二ケーシングとの結合部材として使用することにより、第一ケーシング
の長さを短く、すなわち、第一ケーシングの凹所を浅くすることができ、加工深さを減少
することができるので、コスト低減につながる。
【００１６】
　前記移動部材は、前記嵌合部を有する第二筒状体と、前記第二筒状体と別部材とされた
第一筒状体とからなり、前記第一ピストンおよび前記第二ピストンは、いずれも前記移動
部材と別部材とされていることがより好ましい。
【００１７】
　このようにすると、筒状の移動部材を切削で得るのに際し、素材の径を小さくすること
ができ、これによって、加工量を少なくすることができるため、材料コストおよび加工コ
ストの両方を低減することができる。
【００１８】
　前記ディスクを手動で移動させる手動移動手段をさらに備えており、前記手動移動手段
は、手動操作により移動させられることによって前記ディスクを一方に押圧する棒状の移
動部材を備えており、前記棒状の移動部材は、前記ディスクの頂面中央部を端部が一方に
押圧する自動開閉不可能位置および前記ディスクの頂面中央部から端部が離れた自動開閉
可能位置に手動操作によって移動させられ、前記筒状の移動部材は、前記棒状の移動部材
に相対的に移動可能に嵌め合わされて、前記弾性部材に付勢されて前記ディスクを一方に
押圧する閉位置および前記自動移動手段によって前記ディスクのフランジから端部が離れ
た開位置に移動させられるようになされており、前記筒状の移動部材が開位置にあるとき
に前記棒状の移動部材を閉位置まで移動させた緊急時の閉状態が可能とされていることが
好ましい。
【００１９】
  このようにすると、棒状の移動部材の操作は、自動移動手段から筒状の移動部材に作用
する力に関係なく行うことができ、コンパクトな構成でかつ自動および手動操作が可能な
流体制御器（ダイヤフラム弁）を得ることができる。
【００２０】
　なお、ダイヤフラムは、自身の弾性力によって自力で閉位置または開位置に移動させら
れるものであってもよく、流体の圧力などによって他力で閉位置または開位置に移動させ
られるものであってもよい。
【発明の効果】
【００２１】
　この発明の流体制御器によると、移動部材からダイヤフラムまでの距離が短くなること
で、ディスクの傾きを小さくすることができ、これにより、精度が向上し、精度を出すの
に費やす時間を短縮できるので、コスト低減および性能の向上につながる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】この発明による流体制御器の１実施形態を示す縦断面図で、自動開閉不可能状態
を示している。
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【図２】図１（自動開閉不可能状態を示す）の要部拡大図である。
【図３】自動開閉可能状態の閉状態を示す要部拡大図である。
【図４】自動開閉可能状態の開状態を示す要部拡大図である。
【図５】緊急時の閉状態を示す要部拡大図である。
【符号の説明】
【００２３】
(1)：流体制御器
(2)：弁箱
(2a)(2b)：流体通路
(4)：ダイヤフラム
(5)：ダイヤフラム押さえ
(9)：ディスク
(9c)：小径フランジ部（フランジ部）
(10)：ケーシング
(11)：棒状体（棒状の移動部材）
(12)：上側筒状体（筒状の移動部材）
(13)：下側筒状体（筒状の移動部材）
(13a)：嵌合部
(14)：上側ピストン（第一ピストン）
(15)：下側ピストン（第二ピストン）
(16)：圧縮コイルばね（弾性部材）
(17)：カウンタープレート
(21)：上側ケーシング（第一ケーシング）
(22)：下側ケーシング（第二ケーシング）
(23)：上側シリンダ部（第一シリンダ部）
(24)：下側シリンダ部（第二シリンダ部）
(25)：上側ねじ部（第一ねじ部）
(26)：下側ねじ部（第二ねじ部）
(27)(28)：圧縮流体導入室
【発明を実施するための形態】
【００２４】
  この発明の実施の形態を、以下図面を参照して説明する。以下の説明において、上下お
よび左右は、図の左右をいうものとする。この上下は、便宜的なもので、実際の設置に際
しては、上下を逆にしてもよく、上下を水平に向けてもよい。なお、図面を分かりやすく
するために、Ｏリングなどのシール部材の図示を省略している。
【００２５】
  図１から図５までは、この発明の流体制御器の１実施形態を示している。流体制御器は
、自動弁の機能および手動弁の機能の両方を有しているもので、そのために、自動弁の機
能のための筒状の移動部材および手動弁の機能のための棒状の移動部材を有しており、図
１および図２は、筒状の移動部材としての上側および下側の筒状体(12)(13)と棒状の移動
部材としての棒状体(11)とがいずれも閉位置にある自動開閉不可能状態、図３は、上側お
よび下側筒状体(12)(13)が閉位置で、棒状体(11)が開位置にある自動開閉可能状態の閉状
態、図４は、棒状体(11)が開位置で、上側および下側筒状体(12)(13)も開位置にある自動
開閉可能状態の開状態、図５は、上側および下側筒状体(12)(13)が開位置にあるときに、
棒状体(11)を閉位置まで移動させた緊急時の閉状態をそれぞれ示している。
【００２６】
  流体制御器(1)は、図１に示すように、流体流入通路(2a)および流体流出通路(2b)を有
している弁箱(2)と、流体流入通路(2a)の上向き開口の周縁に設けられた環状弁座(3)と、
環状弁座(3)に押圧（閉方向に移動）または環状弁座(3)から離間（開方向に移動）させら
れて流体流入通路(2a)を開閉するように移動するダイヤフラム(4)と、ダイヤフラム(4)の
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中央部を押さえる上下移動可能なダイヤフラム押さえ(5)と、ダイヤフラム(4)の外周縁部
を押さえるダイヤフラム保持リング(6)と、弁箱(2)に形成された凹所に下端部が挿入され
て上方にのびる円筒状ボンネット(7)と、弁箱(2)の凹所にねじ合わされてボンネット(7)
を弁箱(2)に固定する筒状雄ねじ部材(8)と、下端部においてダイヤフラム押さえ(5)を保
持するディスク(9)と、ボンネット(7)上端部に下端部が固定されたケーシング(10)と、ケ
ーシング(10)内に設けられてその下端部がボンネット(7)に上下移動自在に挿通されてい
る棒状体（棒状の移動部材）(11)と、棒状体(11)と相対的に上下移動可能に嵌められた上
側および下側筒状体（筒状の移動部材）(12)(13)と、上側および下側のピストン(14)(15)
と、上側ピストン(14)を介して上側および下側筒状体(12)(13)を下向きに付勢する圧縮コ
イルばね（筒状体付勢用弾性部材）(16)と、上側ピストン(13)下方において上側筒状体(1
2)に相対的に上下移動可能に嵌められてケーシング(10)に固定されたカウンタープレート
(17)と、棒状体(11)上端部に設けられた操作ハンドル(18)とを備えている。
【００２７】
　ディスク(9)は、円柱状部(9a)および円柱状部(9a)の下端部に設けられた２段のフラン
ジ部(9b)(9c)を有しており、円柱状部(9a)の下端部には、ダイヤフラム押さえ(5)が嵌め
入れられて固定されている凹所が形成されている。２段のフランジ部(9b)(9c)は、下側の
大径フランジ部(9b)と、大径フランジ部(9b)のすぐ上側に設けられた小径フランジ部(9c)
とからなる。
【００２８】
  ケーシング(10)は、上側ケーシング（第一ケーシング）(21)と、上側ケーシング(21)と
は別部材とされてボンネット(7)の上端部に下端部が固定された下側ケーシング（第二ケ
ーシング）(22)とからなる。
【００２９】
  ケーシング(10)は、カウンタープレート(17)によって上下に区画されており、これによ
り、ケーシング(10)内に、カウンタプレート(17)によって区画された上側シリンダ部（第
一シリンダ部）(23)と下側シリンダ部（第二シリンダ部）(24)とが形成されている。上側
シリンダ部(23)に上側ピストン（第一ピストン）(14)が、下側シリンダ部(24)に下側ピス
トン（第二ピストン）(15)がそれぞれ上下移動可能に配されている。
【００３０】
　カウンタープレート(17)は、板状部分の上面から上方に突出し外周におねじが形成され
た円筒状の上側ねじ部（第一ねじ部）(25)と、板状部分の下面から下方に突出し内周にめ
ねじが形成された円筒状の下側ねじ部（第二ねじ部）(26)とを有している。下側ねじ部(2
6)の外径は、上側ケーシング(21)の外径に等しくなされている。上側ねじ部(25)の外径は
、下側ねじ部(26)の外径よりも小さくなされている。
【００３１】
  圧縮コイルばね(16)は、その上端部が上側ケーシング(21)の頂壁部分の下面に設けられ
た凹所で受け止められ、その下端部が上側ピストン(13)の上面に設けられた凹所で受け止
められている。
【００３２】
　上側ケーシング(21)の下端部内周には、カウンタープレート(17)の上側ねじ部(25)にね
じ合わされるめねじが形成されており、下側ケーシング(22)の上端部外周には、カウンタ
ープレート(17)の下側ねじ部(26)にねじ合わされるおねじ部が形成されている。そして、
上側ケーシング(21)とカウンタープレート(17)とがねじ合わされるとともに、カウンター
プレート(17)と下側ケーシング(22)とがねじ合わされることにより、上側ケーシング(21)
と下側ケーシング部(22)とが一体化されている。
【００３３】
　従来のものでは、カウンタープレートの下端部にフランジ部が設けられて、このフラン
ジ部が上側ケーシングの内周に設けられた段差部に嵌め合わされることで、カウンタプレ
ートが固定されている。そして、上側シリンダ部および下側シリンダ部は、上側ケーシン
グに凹所を設けることで形成されるが、その凹所が深いと、切削加工に際して、深く加工
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する必要が生じ、それだけ、加工コストが増大する。
【００３４】
　この従来のものに対して、カウンタプレート(17)の上下両側にねじ部(25)(26)を設けて
、カウンタプレート(17)を上側ケーシング(21)と下側ケーシング(22)との結合部材として
使用することにより、上側ケーシング(21)の長さを短く、すなわち、上側ケーシング(21)
の凹所を浅くすることができ、加工深さを減少することができるので、コスト低減につな
がる。
【００３５】
　上側シリンダ部(23)において、上側ピストン(14)の下側が上側圧縮流体導入室(27)とさ
れ、下側シリンダ部(24)において、下側ピストン(15)の下側が下側圧縮流体導入室(28)と
されている。これらの上側および下側圧縮流体導入室(27)(28)には、棒状体(11)内部に設
けられた内部通路(29)と、棒状体(11)の外周面が削られることで形成された外部通路(30)
と、上筒状体(11)を径方向に貫通する上側および下側の貫通孔(31)(32)とを介して、圧縮
流体が供給される。
【００３６】
　上側および下側のピストン(14)(15)は、いずれも、上側および下側の筒状体(12)(13)と
は別部材とされている。上側筒状体(12)は、その上端部が上側ピストン(14)に相対的に上
方移動不可能に嵌め入れられている。上側筒状体(12)の中間部には、下側ピストン(15)の
上面に上方から当接するフランジ(34)が設けられている。下側筒状体(13)は、ディスク(9
)の円柱状部(9a)に嵌め合わされる円筒状の嵌合部(13a)を有しており、下側筒状体(13)の
下端部は、ディスク(9)の小径フランジ部(9c)の上面に上方から当接するようになされて
おり、下側筒状体(13)の下端部には、フランジ部(35)が設けられている。
【００３７】
　ボンネット(7)の内周には、下側筒状体(13)のフランジ部(35)を上下移動可能に案内す
る環状の凹所（案内部）(7a)が形成されており、下側筒状体(13)したがってディスク(9)
およびダイヤフラム押さえ(5)は、この環状の凹所(7a)で規制された範囲内で上下に移動
可能とされている。
【００３８】
　上側筒状体(12)は、上側ピストン(14)が圧縮コイルばね(16)によって下向きに付勢され
ていることから、圧縮コイルばね(16)によって下向きに付勢され、圧縮空気が導入されて
いない状態では、その下端部が下側筒状体(13)の上面に当接している。圧縮コイルばね(1
6)の下向きの付勢力は、上側筒状体(12)のフランジ部(34)を介して、下側ピストン(15)に
も作用し、上側ピストン(14)、下側ピストン(15)、上側筒状体(12)および下側筒状体(13)
は、一体で上下に移動するようになされている。
【００３９】
　内部通路(29)、外部通路(30)、上側貫通孔(31)および下側貫通孔(32)を経て上側および
下側圧縮流体導入室(27)(28)に圧縮空気が導入されると、上側および下側ピストン(14)(1
5)が圧縮空気によって上方に移動させられ、これに伴って、上側筒状体(12)のフランジ部
(34)が下側ピストン(15)に上方に押されることで、上側筒状体が下側ピストン(15)と一体
で上方に移動する。これにより、下側筒状体(13)の下端部は、ディスク(9)の上面から離
れる。そして、下側ピストン(15)を上向きに押す圧縮空気圧力と上側ピストン(14)を上向
きに押す圧縮空気圧力との和が圧縮コイルばね(16)の弾性力と釣り合ったところで、上側
および下側筒状体(12)(13)が停止させられる。
【００４０】
　上側ピストン(14)、下側ピストン(15)、内部通路(29)、外部通路(30)、上側貫通孔(31)
、下側貫通孔(32)、上側圧縮流体導入室(27)、下側圧縮流体導入室(28)などは、圧縮流体
導入室(27)(28)内への圧縮流体の導入または排出によって行う自動移動手段を構成してい
る。
【００４１】
  棒状体(11)の上端部近くには、上側ケーシング(21)に形成されためねじ部にねじ合わさ
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れているおねじ部(33)が形成されており、おねじ部(33)の上端部に連なる部分が操作ハン
ドル(18)に結合されている。操作ハンドル(18)を回転させると、棒状体(11)が回転し、そ
のおねじ部(33)が上側ケーシング(21)のめねじ部に対して回転し、棒状体(11)は、回転し
ながら上下移動する。操作ハンドル(18)の回転可能角度は、略９０°（９０°以上）とさ
れている。
【００４２】
　棒状体(11)、操作ハンドル(18)、おねじ部(33)、おねじ部(33)にねじ合わされている上
側ケーシング(21)のめねじ部などは、ディスク(9)を手動で上下移動させる手動移動手段
を構成している。
【００４３】
  図１およびその拡大図である図２の状態は、棒状の移動部材としての棒状体(11)と筒状
の移動部材としての上側および下側筒状体(12)(13)がいずれも閉位置にある自動開閉不可
能状態であり、この状態で、上側および下側圧縮空気導入室(27)(28)に圧縮空気を導入し
た場合、上側および下側筒状体(12)(13)が上方に移動するものの、棒状体(11)はディスク
(9)を下方に押圧した状態を維持するので、自動開閉手段による開閉操作は無効となり、
圧縮空気導入室(27)(28)に圧縮空気を導入する開操作を行っても、流体流入通路(2a)から
流体流出通路(2b)に至る通路は開放されずに遮断されたままとなる。
【００４４】
  図２の状態において操作ハンドル(18)を自動開閉可能状態に移動させると、棒状の移動
部材としての棒状体(11)が上方に移動した図３の状態となる。図３において、図２と位置
（状態）が異なるのは、操作ハンドル(18)および棒状体(11)であり、これ以外の部材であ
る上側および下側筒状体(12)(13)、上側および下側ピストン(14)(15)、圧縮コイルばね(1
6)、ディスク(9)、ダイヤフラム押さえ(5)、ダイヤフラム(4)などは、図２の状態から変
化していない。
【００４５】
  図３の状態において、上側および下側圧縮空気導入室(27)(28)に圧縮空気を導入すると
、棒状の移動部材としての棒状体(11)が上方に移動した状態のままで、図４の状態となる
。図４において、図３と位置（状態）が異なるのは、上側および下側筒状体(12)(13)、上
側および下側ピストン(14)(15)、圧縮コイルばね(16)、ディスク(9)、ダイヤフラム押さ
え(5)、ならびにダイヤフラム(4)であり、上側および下側筒状体(12)(13)と上側および下
側ピストン(14)(15)とは、上側および下側圧縮空気導入室(27)(28)に導入された圧縮空気
により、圧縮コイルばね(16)の弾性力に抗して上方に移動させられ、これに伴い、圧縮コ
イルばね(16)が圧縮されるとともに、ディスク(9)したがってダイヤフラム押さえ(5)およ
びダイヤフラム(4)を下向きに押圧する力が取り除かれ、ダイヤフラム(4)は、ダイヤフラ
ム(4)の復元力や流体流入通路(2a)内の流体の圧力によって開方向に移動させられ、流体
流入通路(2a)から流体流出通路(2b)に至る通路が開放される。
【００４６】
  図４の流体通路開状態において、操作ハンドル(18)を自動開閉不可能位置に移動させる
と、筒状の移動部材としての棒状体(11)が下方に移動した図５の状態となる。図５におい
て、図４と位置（状態）が異なるのは、操作ハンドル(18)および棒状体(11)であり、これ
以外の部材である上側および下側筒状体(12)(13)、上側および下側ピストン(14)(15)、圧
縮コイルばね(16)、ディスク(9)、ダイヤフラム押さえ(5)、ダイヤフラム(4)などは、図
４の状態から変化していない。この状態では、上側および下側筒状体(12)(13)は、流路を
開とする状態にあるが、棒状体(11)を手動で下方に移動させることにより、流路閉の状態
が得られている。
【００４７】
　すなわち、緊急時には、手動操作により弁箱(2)内の流体通路(2a)が遮断することがで
きる。この遮断は、ばねによるものではなく、ねじ(33)の締付けにより行われるので、流
体通路(2a)の圧力が例えば３５００ｐｓｉという高圧であっても確実に遮断することがで
きる。なお、図５は、図２の状態において圧縮空気を導入した状態と同じとなっており、
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図５において、図２と位置（状態）が異なっているのは、上側および下側筒状体(12)(13)
、上側および下側ピストン(14)(15)、圧縮コイルばね(16)、ディスク(9)およびダイヤフ
ラム押さえ(5)、ならびにダイヤフラム(4)である。
【００４８】
　上記の流体制御器(1)によると、図２から図５までの状態の変化において、下側筒状体(
13)は、嵌合部(13a)においてディスク(9)に嵌め合わせられるとともに、ディスク(9)の小
径フランジ部(9c)を押圧するので、下側筒状体(13)からダイヤフラムまでの距離が短くな
ることで、移動部材を筒状とした際のディスク(9)の傾きを防止することができる。また
、ディスク(9)が筒状体(13)の加工精度の影響で不均一な押圧力が与えられ、ディスク(9)
が傾くような力が加わったとしても、嵌合部(13a)にディスク(9)が嵌め合わされているた
め、ディスク(9)が傾かず、それによって均一な押圧力をダイヤフラム(4)に与えるため、
ダイヤフラム(4)は弁座(3)に対して均一な押圧力を加えることになる。これらにより、筒
状の移動部材によってディスク(9)の上面を押圧する従来のものに比べて、精度が向上し
、精度を出すのに費やす時間を短縮できるので、コスト低減および性能の向上につながる
。
【００４９】
　また、上側および下側のピストン(14)(15)は、いずれも、上側および下側の筒状体(12)
(13)とは別部材とされていることによって、ピストンを一体に設けた筒状体と比べて、筒
状体(12)(13)を切削で得るのに際し、素材の径を小さくすることができ、これによって、
加工量を少なくすることができるため、材料コストおよび加工コストの両方を低減するこ
とができる。なお、上側および下側の筒状体(12)(13)は別部材とされているが、一体の筒
状部材を用いた構造としても良い。
【００５０】
　さらに、筒状の移動部材は、ディスク(9)のフランジ部(9c)を押圧し、且つ、棒状の移
動部材が筒状の移動部材とは無関係に動作することが出来る構造であればよく、たとえば
断面コの字状のような、筒状の一部が欠落しているような構造であっても良い。
【産業上の利用可能性】
【００５１】
　この発明によると、手動弁と自動弁との両方の機能またはいずれか一方の機能を備えて
いる流体制御器の性能向上に寄与できる。
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